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「国土計画制度の改革」のポイント

※この他、国土利用計画との一体作成、大都市圏整備に関する計画の合理化、地方開発促進計画の廃止など、国土計画体系の簡素化・一体化を図り、
国民に分かりやすい国土計画に再構築する。

国と地方の協働によるビジョンづくり 開発中心からの転換

フローの拡大に加え

ストックの活用

有限な資源の
利用・保全

海洋利用
・国際協調

利便性の向上に加え

国民生活の安全・安心・安定の確保

地域の自立的発展を可能とする国土の形成

計画事項等の
拡充・改変

成

熟

社

会

型

の

計

画

量

的

拡

大

「
開

発

」
基

調

景観、環境を含めた

国土の質的向上

全国計画

広域地方
計画

国による明確な国土及び国
民生活の姿の提示
（国の責務の明確化）

ブロック単位の地方ごとに、
国と都府県等が適切な役割
分担の下、相互に連携・協
力して策定

計画の作成及び実施の円滑な推進を図るため、国の地方
支分部局、関係都府県、関係政令市、地元経済界等が対
等な立場で協議する場（広域地方計画協議会）を組織

計画への多様な主体の参画
・地方公共団体から国への計画提案制度
・国民の意見を反映させる仕組み

＋

全国計画のみ

国主導の作成

地方の意見を聴
く仕組みなし

国

土

形

成

計

画

全

国

総

合

開

発

計

画

総合的な国土の形成を図るための国土総合開発法等の一部を改正する等の法律（国土形成計画法）
※平成１７年７月２９日公布、１２月２２日施行
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新たな国土形成計画の枠組み

基
本
と
す
る

全国計画 広域地方計画

総合的な国土の形成に関する施策の指針
（府省横断的な計画）

【計画の内容】
・国土の形成に関する基本的な方針
・国土の形成に関する目標
・全国的な見地から必要とされる基本的な施策
（個別事業名は原則として記述しない）

都道府県・政令市から計画作成・変更提案

国土交通大臣が案を作成

閣議決定

国土審議会
の調査審議

都道府県・政令市
からの意見聴取

パブリックコメント

広域地方計画区域における国土形成の計画

【計画の内容】
・当該区域の国土の形成に関する方針
・当該区域の国土の形成に関する目標
・広域の見地から必要とされる主要な施策
（個別事業名を含む）

市町村から計画作成・変更提案（都府県経由）

国土交通大臣が決定

広域地方計画協議会
対等な立場で協議

パブリック
コメント

学識経験者
からの意見聴取

国の地方
支分部局

関係都府県

関係政令市 地元経済界等

２以上の都府県の区域で政令で定める区域
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国土形成計画の策定スケジュール（予定）

平成１７年９月

平成１７年１０月

平成１８年６月頃

平成１８年秋頃

平成１９年中頃までを目途

全国計画策定後、１年後

全国計画 広域地方計画

国土審議会に計画部会を設置 国土審議会に圏域部会を設置

第１回圏域部会の開催
第１回計画部会の開催

部会に専門委員会を設置

圏域部会とりまとめ

広域地方計画区域を定める政令の制定

地域の区分の
あり方の検討

計画部会中間とりまとめ

閣議決定 広域地方計画協議会の設置

広域地方計画の決定

計画策定準備

計画内容の検討

閣議決定に向けた
検討

※国土形成計画全国計画は国土利用計画
全国計画と一体作成
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ブロック計画の計画圏域

北海道開発法

中国地方開発促進法

沖縄振興特別措置法

※福井県は近畿圏整備法、中部圏開発整備法、北陸地方開発促進法の計画圏域に重複
※富山県、石川県は中部圏開発整備法、北陸地方開発促進法の計画圏域に重複
※三重県、滋賀県は近畿圏整備法、中部圏開発整備法の計画圏域に重複

鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県

北陸地方開発促進法

東北開発促進法

四国地方開発促進法

近畿圏整備法

中部圏開発整備法

首都圏整備法

青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
新潟県

富山県
石川県
福井県

福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県 徳島県

香川県
愛媛県
高知県

福井県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県

富山県
石川県
福井県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県

東京都
埼玉県
千葉県
神奈川県
茨城県
栃木県
群馬県
山梨県

九州地方開発促進法

これまでのブロック計画の計画圏域

４

広域地方計画区域設定の考え方

自然、経済、社会、文化等において
密接な関係が相当程度認められる区域

二以上の都府県の区域
（都府県の区域は分割しない）

一体として総合的な国土の形成を
推進する必要がある区域

北海道及び沖縄県を除く４５都府県を
重複なく、隙間なく、多くとも１０程度の
区域に大括りに区分

○広域地方計画協議会には、区域内の市町村、区域に
隣接する地方公共団体、地元経済界その他密接な関
係を有する者を加えることができる。

○計画内容は、広域地方計画区域における国土の形成
に関する①方針、②目標、③広域の見地から必要とさ
れる主要な施策（特に必要があると認められる区域外
にわたるものを含む）を定める。

広域地方計画区域について



首都圏整備法のしくみ

５

首都圏政策区域図

既成市街地

近郊整備地帯

都市開発区域

近郊緑地保全区域

凡 例
☆首都圏整備法の対象区域

１都７県

東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県

茨城県、栃木県、群馬県、山梨県

首都圏整備法 （昭和3１年制定）

近郊整備地帯及び都市開発区域

に対する優遇措置

・財特法による財政上の特別措置

・固定資産税、不動産取得税の不均一課税に

伴う地方交付税による減収補填措置

・特定の事業用資産の買換えの特例 等

政策区域制度

都市開発区域近郊整備地帯既成市街地

産業・人口の過
度の集中を防止
し、かつ､都市の
機能の維持及び
増進を図る区域

既成市街地の近郊で、無秩序な市
街地化を防止するため、計画的な
市街地として整備し、あわせて緑地

既成市街地へ
の産業・人口の
集中傾向を緩和
し、首都圏内の
産業・人口の適
正な配置を目的
に工業都市・住
居都市等として
発展させる区域

を保全する必要がある区域

近郊緑地保全区域

近郊整備地帯内の緑地のうち、
その保全によって首都等の住
民の健全な心身の保持、増進
等を図る区域

東京23区、三鷹市、

武蔵野市、横浜市、

川崎市、川口市

首都圏整備計画
☆国土計画体系の見直しにあわせて従来の基本計画と整備計画を１本化

・基本計画（Ｓ３３年から５度策定，現行計画：H11～27年度，17年間）

・整備計画（現行計画：H13～17年度， 5年間）

業務核都市の支援

中核的民間施設に対する

・事業所税の控除

・日本政策投資銀行による

出融資制度

（多極分散型国土形成促進法）



平成18年

国土形成計画 首都圏整備計画

６

大都市圏整備制度の抜本見直し
・3部会横断専門委員会において検討

（H20.1の法案提出を目指し、H18秋に方向性を打ち出す）

［検討内容］

・これまでの大都市圏施策のフォローアップ・評価

・国土形成計画と大都市圏計画の関係整理

・新たな大都市圏制度の検討
・上記の見直し及び国土形成計画の策定に伴い、首都圏整備
計画は、期間途中での変更がありえる

・閣議決定
・総合的な国土の形成に関する施策の指針
（府省横断的）

国土形成計画【全国計画】
（H19中頃策定、計画期間10～15年）

・広域地方協議会で協議
・国土交通大臣が決定
・当該圏域に係る総合的な国土の形成に関する
施策の指針（府省横断的）

国土形成計画【広域地方計画】
（H20中頃策定）

新たな大都市圏制度の法制化

国土形成計画と首都圏整備計画

平成19年

平成20年

☆従来の基本計画と整備計画を１本化

（国土計画体系の見直しにあわせて）

☆現行の計画
基本計画（計画期間：H11～27年度，17年間）

整備計画（計画期間：H13～17年度， 5年間）

※本部会で審議

※本部会で審議

首都圏整備計画


